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１．はじめに

ContestableMarket理論はBaumol等によって開発された、新しいミクロ経済理論である。

このContestable理論の特徴は費用関数の構造にあるが、その費用関数の性質のうち、重要

なものの一つとして「劣加法性」があげられる。劣加法性の証明はBaumol等によって既に

行われているが、このBaumol等の最近の証明法について筆者は若干の疑義を提案し（拙稿

（l991a))、さらにトランスーレイ凸性を用いた劣加法性の別証明を行なった（拙稿

（199lb))。そこではトランスーレイ凸性と平均増分費用の逓減性と範囲の経済の三つの性

質を用いた。本稿では前稿の補完の意味で、トランスーレイ凸性と平均増分費用の逓減性と

範囲の経済の三つの性質と、劣加法’性との関係の再検討を行なう。

以下、次節で費用関数に関するいくつかの定義を行ない、視覚的に明らかなように二財モ

デルを用いてトランスーレイ凸性と平均増分費用の逓減性と範囲の経済の組合せの検討を行

なう。３節では、前節で組み合わせたトランスーレイ凸性と平均増分費用の逓減性と範囲の

経済と、劣加法性との関係を検討する。

２．二財モデルを用いた費用関数の補完特性

現実の公企業・公益事業は単一の財を生産しているわけではなく、複数の財を生産してい

る例が多い。そこで前稿（拙稿（199lb)）と同様に、multiproductcostfunctionと呼ばれる

多品種生産を表現する費用関数を導入する。

（１）記号及び基本的定義

【定義１１記号の定義及び仮定

総費用関数：Ｃｎ

第ｊ企業の第ｉ生産物：ｙｉ｣（ｉ＝１，…，Ｎ;ｊ＝１，２）

企業数：２

生産物の種類：Ｎ

市場需要関数：Ｙ（）

限界費用：ＭＣｎ

平均費用：ＡＣｎ
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【定義ｌ】においてＮ＝２とすると次の二財モデルにおける劣加法性の定義が得られる。

【定義２】二企業・二財モデルにおける費用関数の劣加法性

費用関数ｃｎにおいて

C(ylLy21)+C(y12,y22)≧C(yl,y2)(1)

ただしｙｌ＝ｙｌ１＋ｙｌ２；ｙ２＝ｙ21＋ｙ２２

が満たされていれば産出量水準ｙ１，ｙ２において劣加法的であるという。

次に平均増分費用と、費用の補完特性としてのトランスーレイ凸性と、範囲の経済の定義を

行う。

【定義３】増分費用（ＩＣ）および平均増分費用（ＡＩＣ）

ｙｉのｙにおける増分費用IＣ（･）を次のように定義する。

ＩＣｉ（ｙ）＝Ｃ（ｙ）－Ｃ（ｙＮ－ｉ）

ただしここでｙとｙＮ－ｉは次のようなベクトルである。

ｙＮ－ｉ＝（ｙ１，…，０，ｙｉ＋１，…，ｙＮ）

ｙ＝（ｙ１，…，ｙｉ，ｙｉ＋，，…，ｙＮ）

さらに平均増分費用ＡＩＣ（･）を次のように定義する。

ＡＩＣｉ（ｙ）＿（Ｃ（ｙ）￣Ｃ（ｙＮ－ｉ））
ｙｉ

【定義４】トランスーレイ凸|生

図ｌのように示すとき、（ｙ１１，０）と（０，ｙ22）を結ぶ線分はﾉ(ｙｌｌ＋（１－入）ｙ2２（ただし

Ｏ≦入≦１）と表され、Ｃ（ｙ１１，０）とＣ（ｑｙ２２）を結ぶ線分はノ(Ｃ（ｙ１１，０）＋（１－入）Ｃ

(０，ｙ22）で表される（上部の破線で示される)。ところでこれらｙ,］，ｙ２２を一定の比率をもっ

て､￣つの企業で生産するときの費用関数の形状はＣ（入ｙ１１，（１－入）ｙ22)で表現される（曲

線で示される)。このとき

ノ(Ｃ(ｙ１１，０）＋(１－ﾉ(）Ｃ（０，ｙ22）≧Ｃ（ﾉ(ｙ,］，（１－A）ｙ22）（２）

であれば、Ｃ（ｙ１１，０）とＣ（ｑｙ２２）の間にトランスーレイ凸性が存在するという。

図１トランスーレイ凸性

］
Ｃ

ＦＶ

Ｌ｣

０

ＹＩｌ
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これは図ｌに示すように、ｙ,]、ｙ２２の加重平均の組合せの生産費用曲面（この場合、二

財モデルだからｙ１１とｙ２２を結ぶ生産費用曲線となる｡）Ｃ（ﾉ（ｙ１１，（ｌ￣入）ｙ２２）がYI1

OY22平面に対して凸であることを示している。一般的にはトランスーレイ凸'性の定義は図

ｌの例でいえば(2)式のようにyIIとｙ２２を結ぶ生産費用曲線全域にわたってなされるべきも

のではなく、その一部が凸であればよいという緩やかな形で定義される。しかしここでは【定

義４】の形をとる。ただしトランスーレイ凸性は【定義４】でいえばＣ（ylI’０）とＣ（ｑ

ｙ２２）のあいだの局所的な'性質であることに注意すべきであろう。また、以下でトランスー

レイ凸性の成立する平面を超平面と呼ぼう。

【定義５】範囲の経済

先ほど定義したＮ種類の生産物の集合Ｙ＝（ｙ１，…，ｙＮ）の直和分割(partition)を｜ＴＩ，…
ｋ

ＴＫｌとする。ここでＴ『ｎＴ､＝ウ，(ｒ≠ｓ)、かつＵＴｐ＝（ｙ１，…，yN）、ｋ＞’である。
ｐ＝１

ｋ

Ｃ(Ｙ）≦二Ｃ(yTp）
ｐ＝1

ｋ

(Ｙ＝二yTp）
ｐ＝I

このとき (3)

が成立するとすれば、｜Ｔ］，…，Ｔｋｌに関する範囲の経済が成立するという。

これを二財モデルで説明すれば次のような図を描くことができる。

図２二財モデルの範囲の経済の例

Ｃ ２

２

yAo)+c(０，y22)

０

］

この概念は以下のようなものである。図２に示すように第１企業での生産量(y,］，ｏ）、

第２企業での生産量（０，ｙ22）とし、そのときの総費用がそれぞれＣ（ｙ１１，０）、Ｃ（ｑｙ２２）

とする。また、どちらかの企業が独占企業として生産量（ｙ１１，ｙ２２）を生産するときの総費

用関数はＣ（ｙ11,ｙ２２）である。このＣ（ｙ１ｌ，ｙ２２）は平面ＹｌＩＯＹ２２上の（ｙｌｌ，ｙ２２）から、こ

の平面上に垂直に立っている線分Ｌ上の一点で表される。さらに、原点ＯとＣ（ｙ１１，０）、Ｃ

（０，ｙ２２）で張られる半平面はａ，ｂを任意の定数としてＣ＝ａＣ（ｙ１１，０）＋ｂＣ（ｑｙ２ｚ）と

表されるから、この半平面と線分Ｌとの交点がＣ（ｙ１１，０）＋Ｃ（ｑｙ２２）である。このＣ

(yILO)+C(０，y22)とC(y１１，y22)とを比較して

Ｃ（ｙ１１，０）＋Ｃ（ｑｙ２２）≧Ｃ（y1l，ｙ２２）（４）
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であれば、範囲の経済が成立することとなる。

(2)総費用曲面の形状と横断面

これらの平均増分費用の逓減性とトランスーレイ凸`性と範囲の経済を一つの図で示すと図

３のようになる。これは図２の中にトランスーレイ凸性と費用逓減している平均増分費用を

付け加えたものである。Ａ点は図２と同様に原点ＯとＣ（ｙ１１，０）とＣ（０，ｙ22）の三点で張

られる半平面上にあり、同時に（ylI，ｙ22）を足とするＹ１０Ｙ２面に垂直な線分Ｌ上にある。

したがってＡ点の座標はＣ（ｙ,１，０）＋Ｃ（ｑｙ２２）で表される。Ｂ点はＡ点と同じく（ｙ,】，

y22）を足とするＹＩＯＹ２面に垂直な線分Ｌ上にあるが、原点ＯとＣ（ｙ１１，０）とＣ（０，ｙ２２）

の三点で張られる半平面上にはない。それは点Ｃ（２ｙ,］，Ｏ）とＣ（０，２ｙ22）とを結んだ線上

にある。したがってＢ点の座標はｌ／２１Ｃ（２ｙ１１，０)＋Ｃ（０，２ｙ２２）｜で表される。さら

にＣ点は総費用曲面上にあり、かつ線分Ｌ上にあるため、その座標はＣ（ｙ,１，ｙ22）である。

図３範囲の経済とトランスーレイ凸性と平均増分費用

ロ
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ｒｌ
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Ｃ
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Ｌ」

,Ｏ）＋Ｃ（ｑｙ２２）

1

２yiI，ｏ）＋－丁ｃ(０，２ｙ22）
,ｙ２２）

０

平均増分費用の逓減性とトランスーレイ凸性と範囲の経済が同時に存在するときのＡ，Ｂ，

Ｃの三点の大小関係はすでに検討した（拙稿(199lb))。本稿での興味は、トランスーレイ凸

性を検討するべき超平面上におけるＡＢ,Ｃの三点の位置関係と、平均増分費用の逓減`性と

トランスーレイ凸`性と範囲の経済の三つの`性質との関係、及びそのときの劣加法性の成立の

可能性である。

［補題ｌ］費用関数Ｃ（･）が、０＜Ｃ（･）≦Ｃ（２ｙ]］，２ｙ22）の領域で平均増分費用の逓減

`性とトランスーレイ凸性を仮定しうるとすれば、Ａ≧Ｂ≧Ｃである。

（証明）

費用関数Ｃ（・）が、０＜Ｃ（･）≦Ｃ（２ｙ,］２ｙ22）の領域で平均増分費用の逓減性を仮定し

うるとすれば、単一生産物の平均費用関数の逓減性も仮定しうる。故に単一生産物の平均費

用関数の逓減性を用いて次式を得る。
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≦｜二弐十Ｌ≧些二H〒Ｌ (5)

次に、この両辺に入を乗じると次式が得られる。入は０≦入≦１の定数である。

２AＣ（ｙ11,ｏ）≧AＣ（２ｙ１１，０）

y22についても同様にして次式が得られる。

２AＣ（ｙ１１，０）＋２（１－A）Ｃ（０，ｙ22）≧AＣ（２ｙ]１，０）＋（１－A）Ｃ（０，２ｙ２２）(6)

ここで入＝１／２を代入すると

Ｃ（ｙ,’’０）＋Ｃ（０，ｙ22）≧ｌ／２１Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（ｑ２ｙ２２）｝（７）

これでＡ≧Ｂが証明される。

さらに、Ｏ＜Ｃ（）≦Ｃ（２ｙ,］’２ｙ22）の領域でトランスーレイ凸性を仮定しうるとすれ

ば、Ｃ（２ｙ]］，Ｏ）とＣ（ｑ２ｙ２２）の間にもトランスーレイ凸'性が仮定できるはずである。そ

こで(2)式においてyl1→２ｙ１Ｉ、ｙ２２→２ｙ２２とおきかえると

AＣ（２ｙ１１，０）＋（１－入）Ｃ（０，２ｙ２２）≧Ｃ（２入ｙ1１，２（１－ﾉ（）ｙ２２） (8)

ここで入＝ｌ／２を代入するとＢ≧Ｃが証明される。またこのとき明らかにＡ≧Ｃである

から、Ｃ（ｙ１１，０）とＣ（ｑｙ２２）とＣ（ｙ１１，ｙ22）の間に範囲の経済も成立する。ＱＥＤ

このときＡ，Ｂ，Ｃ，の関係は次の(9)式のようになり、トランスーレイ門'性を検討するべき超

平面上においてＡ，Ｂ，Ｃ，の関係は次の図のようになる。

２AＣ（ｙ１１，０）＋２（１－A）Ｃ（０，ｙ２２）≧入Ｃ（２ｙ１１，０）＋（１－入）Ｃ（０，２ｙ２２）

≧Ｃ（２入ｙ,’’２（１－入）ｙ２２） （９）

図４超平面上のＡ，Ｂ，Ｃ，の関係

Ａ

１
１
ｌ

Ｂ
－
Ｃ

このとき劣加法`性が成立することはすでに（拙稿(199lb)）述べた。ところでこの超平面

上において、平均増分費用の逓減性とトランスーレイ凸性と範囲の経済の三つの性質を検討

してみよう。この三つの性質を組み合わせると［補題１］の状況以外に以下の五つのタイプ

を考えることができる。

[1]費用関数C(.)において､0<C(･)≦C(2y1L2y22)の領域で､平均増分費用の

逓減'性と範囲の経済が成立し、トランスーレイ凸性が成立しないとき、図５－ｌのようにな

る。
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図５－１

[２］費用関数Ｃ（・）において、Ｏ＜ＣⅢ≦Ｃ（２ｙ,１，２ｙ２２）の領域で、平均増分費用の

逓減性のみが成立し、トランスーレイ凸性は成立しない。また、範囲の経済が成立するとき

もしないときもある。このとき図５－２のようになる。

図５－２

Ｃ

Ａ

Ｂ

[３］費用関数Ｃ（・）において、０＜Ｃ（・）≦Ｃ（２ｙ１１，２ｙ２２）の領域で、トランスーレイ

凸性のみが成立し、平均増分費用の逓減性は成立しない。また、範囲の経済は成立するとき

もしないときもある。このとき図５－３のようになる。

図５－３

[４］費用関数Ｃ（・）において、Ｏ＜Ｃ（・）≦Ｃ（２ｙ１１，２ｙ２２）の領域で、トランスーレイ

凸性のみが成立し、平均増分費用の逓減性も、範囲の経済も成立しないとき、図５－４のよ

うになる。

図５－４

Ｂ
Ｃ

Ａ

[５］費用関数Ｃいにおいて、Ｏ＜Ｃ（・）≦Ｃ（２ｙ１１，２ｙ２２）の領域で、トランスーレイ

凸性も、平均増分費用の逓減性も、範囲の経済も成立しないとき、図５－５のようになる。
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図５－５

３・劣加法性との関係

これら［１］から［５］の各ケースの場合、劣加法性は成立するのだろうか。本節ではトラン

スーレイ凸性と平均増分費用の逓減性と範囲の経済の三つの性質を［，］から［５］のように

様々に組み合わせたケースと、劣加法性との関係を検討してみよう。

［補題２］［’］のケースの場合、すなわち、費用関数ｃ（・）において、０＜ｃ（．）≦ｃ（２

yl］’２ｙ22）の領域で、平均増分費用の逓減性と範囲の経済が成立し、トランスーレイ凸性

が成立しないとき（図5-1)、超平面上での劣加法性は成立する。しかし一般に劣加法性は成

立するかどうかはわからない。

［２］のケースの場合、すなわち、費用関数Ｃ（・）において、（)＜ＣＯ）≦Ｃ（２ｙ,］’２ｙ22）

の領域で、平均増分費用の逓減性のみが成立し、トランスーレイ凸性は成立しない．また、

範囲の経済が成立するときもしないときもある(図5-2)。このとき、範囲の経済が成立する

ところで超平面上での劣加法性が成立する。しかし一般には劣加法性は成立するかどうかは

わからない。

［３］のケースの場合、すなわち、費用関数Ｃ（・）において、Ｏ＜Ｃｆ）≦Ｃ（２ｙ,］’２ｙ２２）

の領域で、トランスーレイ凸性のみが成立し、平均増分費用の逓減`性は成立しない。また、

範囲の経済は成立するときもしないときもある(図5-3)。このとき範囲の経済が成立すると

ころで劣加法性が成立するかどうかはわからない。また範囲の経済が成立しないところでは

劣加法性は成立しない。

［４］のケースの場合、すなわち、費用関数Ｃ（･）において、０＜Ｃ（・）≦Ｃ（２ｙ１１，２ｙ22）

の領域で、トランスーレイ凸性のみが成立し、平均増分費用の逓減性も、範囲の経済も成立

しないとき（図5-4)、劣加法性は成立しない。

[5]のｹｰｽの場合､すなわち､費用関数C(･)において､0<C(･)≦C(2y1L2y22)

の領域で、トランスーレイ凸性も、平均増分費用の逓減性も、範囲の経済も成立しないとき

(図5-5)、劣加法性は成立するかどうかはわからない。

（証明）

［ｌ］のケースの場合、(9)式の関係は次のようになる。

２AＣ（ｙ１１，０）＋２（１－ﾉ（）Ｃ（０，ｙ２２）≧Ｃ（２入ｙ,’’２（１－ﾉ（）ｙ２２）

≧AＣ（２ｙ１１，０）＋（１－ﾉ（）Ｃ（０，２ｙ２２） （9-1）

(9-1)式の中央の項と右辺より

Ｃ（２入ｙ１１，２（１－入）ｙ２２）≧AＣ（２ｙ１１，０）＋（１－入）Ｃ（０，２ｙ２２）
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同様にして

Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２Aｙ２２）≧（１－ﾉ（）Ｃ（２ｙ,’’０）＋AＣ（０，２ｙ２２）

両式を辺辺加えて

Ｃ（２ﾉ(ｙ1１，２（１－A）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２Aｙ２２）≧Ｃ（２ｙ,’’０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）

さらに範囲の経済が成立するから

Ｃ（２ﾉ(ｙ]１，２（１￣入）ｙ２２）＋Ｃ(２（１－ﾉ（）ｙｌ］’２ﾉ(ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ,］，Ｏ）＋Ｃ（ｑ２ｙ２２）

≧C(2y1L2y22)

これより次式がえられ、これは超平面上の劣加法性を示している。

Ｃ（２入ｙ,】’２（１－A）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２入ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ１１，２ｙ２２） （9-6）

一般に劣加法性が成立するかどうかは(9-6)式において入の一つをルに変更する必要がある

(原則的に入≠Ⅶ）。すると(9-6)式の左辺は次のようになる。

Ｃ（２ﾉ(ｙ１１，２（１－/(，）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２入，ｙ２２）

トランスーレイ凸性が成立しないから(註）

Ｃ（２入y1I，２（ｌ－Ｘ）ｙ22）≧ｌ／２１Ｃ（４Aｙ１１，０）＋Ｃ（０，４（１－/(，）ｙ22）Ｉ

Ｃ（２（１－ﾉ(）ｙ１１，２ﾉ(，ｙ22）≧１／２１Ｃ（４（１－A）ｙ,１，０）＋Ｃ（０，４入，ｙ22）}

辺辺加えて

C（２入ｙ１１，２（１－入，)ｙ22）＋Ｃ（２（１－ﾉ(）ｙ１１，２Ⅳｙ22）≧

l/２１Ｃ（４入ｙ]１，０）＋Ｃ（０，４（１－入，）ｙ22）＋Ｃ（４（１－入）ｙ１１，０）＋Ｃ（０，４Ｗｙ22）Ｉ

ところで平均増分費用の逓減性の仮定と範囲の経済から次式がえられる。

Ｃ（２ｙ,］，Ｏ）＋Ｃ（０，２ｙ２２）≧

1/２１Ｃ（４ﾉ(ｙ１１，０）＋Ｃ（０，４（１－A，）ｙ22）＋Ｃ（４（１－入）ｙ,］，Ｏ）＋Ｃ（０，４Ｗｙ22）Ｉ

Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ１１，２ｙ２２）

しかしＣ（２/(ｙ１１，２（１－ﾉ(，）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２Ｗｙ２２）とＣ（２ｙ１１，２ｙ２２）の大

小関係はあきらかではなく、一般的には必ずしも劣加法`性が成立するかどうかはわからない。

[２］のケースの場合、(9)式の関係は次のようになる。

範囲の経済が成立するとき

２入Ｃ（ｙ１１，０）＋２（１－ノ（）Ｃ（０，ｙ２２）≧Ｃ（２/(ｙ1１，２（１－入）ｙ２２）

≧AＣ（２ｙ１１，０）＋（１－A）Ｃ（０，２ｙ22）（9-1）

このとき［ｌ］のケースと同様だから超平面上の劣加法性は成立するが、一般的には必ずしも

劣加法性が成立するかどうかはわからない。
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範囲の経済が成立しないとき

Ｃ（２入ｙ1１，２（１－入）ｙ２２）≧２ﾉ(Ｃ（ｙ１１，０）＋２（１－ﾉ（）Ｃ（０，ｙ２２）

≧AＣ（２ｙ,１，０）＋（１－/(）Ｃ（０，２ｙ２２） (9-2）

同様にして

Ｃ（２（１－ﾉ（）ｙ１１，２入ｙ２２）≧２（１－A）Ｃ（ｙ,’’０）＋２AＣ（０，ｙ２２）

≧（１－入）Ｃ（２ｙ１１，０）＋AＣ（０，２ｙ２２）

両式を辺辺加えて

Ｃ（２ノ(ｙ1１，２（１－入）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２ノ（ｙ２２）≧２Ｃ（ｙ,’’０）＋２Ｃ（０，ｙ２ｚ）

≧Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）

ところで範囲の経済が成立しないから

Ｃ（ｙ11,ｙ２２）≧Ｃ（ｙ１１，０）＋Ｃ（ｑｙ２２）かつＣ（２ｙ１１，２ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ,１，０）＋Ｃ（０，２

y２２)であり、Ｃ（２/(ｙ,’’２（１－Ａ）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－ﾉ（）ｙ１１，２/(ｙ２２）とＣ（２ｙ１１，２ｙ２２）

の大小関係はわからない。もちろんＣ（２Aｙ１１，２（１－/(，）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－入）ｙ１１，２/(，

y22）とＣ（２ｙ１１，２ｙ２２）の大小関係もわからない。すなわち劣加法性は成立するかどうかは

わからない。

[３］のケースの場合、(9)式の関係は次のようになる。

範囲の経済が成立するとき

ﾉ(Ｃ（２ｙ１１，０）＋（１－A）Ｃ（０，２ｙ２２）≧２AＣ（ｙ１１，０）＋２（１－A）Ｃ（０，ｙ２２）

≧Ｃ（２入ｙ,’’２（１－入）ｙ２２） （9-3）

同様にして

(１－ﾉ（）Ｃ（２ｙ１１，０）＋入Ｃ（ｑ２ｙ２２)≧２（１－ﾉ（）Ｃ（ｙ,］，Ｏ）＋２ﾉ(Ｃ（０，ｙ２２）

≧Ｃ（２（１－ス）ｙ１１，２Aｙ２２）

辺辺加えて

Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）≧２Ｃ（ｙ１１，０）＋２Ｃ（０，ｙ２２）

≧Ｃ（２入ｙ1１，２（１－入）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－入）ｙ１１，２Aｙ２２）

ところで範囲の経済が成立するから

Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（ｑ２ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ１１，２ｙ２２）かつＣ（ｙ]］，Ｏ）＋Ｃ（０，ｙ２２）≧Ｃ（ｙ]］，

y２２）であり、Ｃ（２入ｙ1１，２（１－入）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－ﾉ（）ｙ,’’２入ｙ２２）とＣ（２ｙ１１，２ｙ２２）

の大小関係はわからない。もちろんＣ（２入ｙ１１，２（１－几）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－入）ｙ２２，２Ｗ

y22）とＣ（２ｙ,１，２ｙ22)の大小関係もわからない。すなわち劣加法'性は成立するかどうかは

わからない。

範囲の経済が成立しないとき
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AＣ（２ｙ,］’０）＋（１－ﾉ（）Ｃ（０，２ｙ２２）≧Ｃ（２Aｙ1１，２（１－入）ｙ２２）

≧２スＣ（ｙ１１，０）＋２（１－A）Ｃ（０，ｙ22）（9-4）

同様にして

(１－ﾉ（）Ｃ（２ｙ１１，０）＋AＣ（０，２ｙ２２）≧Ｃ（２（１－A）ｙ]’’２/(ｙ２２）

≧２（１－ﾉ（）Ｃ（ｙ,’’０）＋２AＣ（０，ｙ２２）

辺辺加えて

Ｃ（２ｙ]’’０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）≧Ｃ（２入ｙ1１，２（１－A）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－ﾉ（）ｙ１１，２入ｙ２２）

≧２Ｃ（ｙ１１，０）＋２Ｃ（ｑｙ２２）

ところで範囲の経済が成立しないから

C(2y1L2y22)≧C(2y１１，０)+C(0,2y22)

≧Ｃ（２ﾉ(ｙ１１，２（１－ﾉ（）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－Ａ）ｙ１１，２Aｙ２２）

となり、劣加法性は成立しない。

[４］のケースの場合、(9)式の関係は次のようになる。

/(Ｃ（２ｙ,’’０）＋（１－入）Ｃ（ｑ２ｙ２２）≧Ｃ（２ﾉ(ｙ,］’２（１－A）ｙ２２）

≧２入Ｃ（ｙ,］’０）＋２（１－入）Ｃ（０，ｙ22）（9-4）

これは［３］のケースの場合の範囲の経済が成立しないときと同様になるから、劣加法性は

まったく成立しない。

[５］のケースの場合、(9)式の関係は次のようになる。

Ｃ（２スｙ１１，２（１－ﾉ（）ｙ２２）≧ノ(Ｃ（２ｙ'’’０）＋（１－ﾉ（）Ｃ（０，２ｙ２２）

≧２入Ｃ（ｙ１１，０）＋２（１－A）Ｃ（０，ｙ２２） (9-5）

同様にして

Ｃ（２（１－入）ｙ]’’２ノ（ｙ２２）≧（１－A）Ｃ（２ｙ１１，０）＋AＣ（０，２ｙ２２）

≧２（１－ﾉ（）Ｃ（ｙ１１，０）＋２AＣ（０，ｙ２２）

辺辺加えて

Ｃ（２Aｙ1１，２（１－入）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－入）ｙ１１，２ﾉ(ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）

≧２Ｃ（ｙ,’０）＋２Ｃ（ｑｙ２２）

ところで範囲の経済が成立しないから

Ｃ（２ｙ,］’２ｙ２２）≧Ｃ（２ｙ１１，０）＋Ｃ（０，２ｙ２２）かつＣ（ｙ11,ｙ２２）≧Ｃ（ｙ１１，０）＋Ｃ（０，

y２２）であり、Ｃ（２ﾉ(ｙ,１，２（１－入）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２Aｙ２２）とＣ（２ｙ２２，２ｙ２２）

の大小関係はわからない。もちろんＣ（２ﾉ(ｙ１１，２（１－入，）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－A）ｙ１１，２几

y22）とＣ（２ｙ'’’２ｙ２２）の大小関係もわからない。すなわち劣加法性は成立するかどうかは
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わからない。 ＱＥＤ

以上から判別すると、上の［１］－［５］のケースのうち、平均増分費用の逓減性と範囲の経

済とトランスーレイ凸性と、劣加法性との関係は次のようにまとめることができる。

［定理ｌ］①費用関数Ｃ（・)において、Ｏ＜Ｃ（･）≦Ｃ（２ｙ,］’２ｙ２２）の領域で、平均増分

費用の逓減'性と、範囲の経済とが成立し、トランスーレイ凸性が成立しないとき（［１］のケー

スの場合、及び[２］のケースの場合の一部、すなわち図5-1あるいは図5-2の一部（範囲の経

済が成立する部分))、(9)式の関係は次のように変形される。

２AＣ（ｙｌｌ，０）＋２（１－入）Ｃ（ｑｙ２２）≧Ｃ（２ﾉ(ｙ1１，２（１－入）ｙ２２）

≧AＣ（２ｙ１１，０）＋（１－A）Ｃ（０，２ｙ22）（9-1）

このとき、次の(9-6)式で表現される超平面上での劣加法性は成立するが、一般に劣加法性

は成立するかどうかはわからない。

Ｃ（２入ｙ１１，２（１－A）ｙ２２）＋Ｃ（２（１－ﾉ(）ｙ１１，２Aｙ22）≧Ｃ（２ｙ１１，２ｙ22）（9-6）

②費用関数C(･)において､O<C（･)≦C(2ｙ１Ｌ２ｙ２ｚ)の領域で､その他の条件のとき

には劣加法'性の成立を説明できない。

（証明）

［補題２］よりあきらか。ＱＥＤ

ところで［定理ｌ］の①のケースでは、超平面上での劣加法性が成立しさえすれば、ｃ

(ｙ１１，０）とＣ（０，ｙ22）の位置を任意に動かすことによって、超平面上での劣加法性を￣股の

劣加法性に拡張することは可能であるようにみえる。しかし一般の劣加法性の定義は(1)式で

表現されるべきものであり、(1)式をベクトル表示すると次式で表される。

(1)，Ｃ（ａｙ）＋Ｃ（（Ｉ－ａ）ｙ）≧Ｃ（ｙ）

ただしここで、ｙは非負の列ベクトル、ａはすべての要素がｌより小さい非負の行ベクト

ルであり、その値は任意である。また、Ｉは要素がすべてｌの行ベクトルである。ところで

(1)，式のベクトル表示の劣加法性で考えると、［定理ｌ］の①のケースで成立する超平面上

での劣加法』性は、すべての要素がｌより小さい非負の行ベクトルａの要素にたいして一定の

制約が加わっている。それはベクトルａの各要素の和がｌに等しいというものである。すな

わち(1)式と(9-6)式を比較しうるように書き変えると以下のようになる。ただしここで原則

的に入≠A’である。

Ｃ（Ａｙｌ１，（１－入，）ｙ２２）＋Ｃ（（１－ﾉ（）ｙ,］，川ｙ２２）≧Ｃ（ｙｌ］，ｙ２２）

Ｃ（ﾉ(ｙ,’，（１－入）ｙ２２）＋Ｃ（（１－A）ｙ]］，Ａｙ２２）≧Ｃ（ｙｌｌ，ｙ２２）

（１）'，

(9-6)，

これでわかるように明らかに(9-6)，式は(1)"式の特定のケースであり、一般性が損なわれて

いる。

この意味で［定理ｌ］の①のケース、すなわち超平面上での劣加法性のみを導くケースは

劣加法性の証明としては一般性が欠けるといわねばならない。Baumol等はこの落し穴に落
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ちいったのであろう（拙稿（l991a）参照)。

４．むすび

本稿では、二財モデルを用いて多数財生産における劣加法性と、平均増分費用の逓減性と

トランスーレイ凸性と範囲の経済との関係を検討した。筆者はすでにBaumol等が1982年に

行なった劣加法性の証明が一般的でないことを証明し（拙稿(l991a））、さらにContestable

理論で一般に用いられる道具だて以外のアドホックな仮定をいっさい用いない方法で、二財

モデルにおける多数財生産の劣加法性を平均増分費用の逓減性とトランスーレイ凸性から証

明した（拙稿(l991b）)。小稿は前二稿の補完の役目を果たすものである。劣加法性

は費用曲面の全域にわたる性質であり、コスト補完性と密接な関係にある。もちろんコスト

補完性条件を仮定してやると劣加法性は簡単に得られる。しかし、コスト補完性条件よりも

はるかに緩い条件である範囲の経済を仮定して、これを費用曲面全域にわたって動かしてや

ると平均増分費用の逓減性の仮定を援用することによって、超平面上の劣加法性を得ること

がわかった。

(註）

Ｃ（２/(ｙ1１，２（１－A，）ｙ２２）はｋをパラメーターとしてＣ（ｋ４Ａｙ１ｌ，（１－ｋ）４（１－ﾉ(，）ｙ２２）として、

k＝ｌ／２とおいたときの価だからトランスーレイ凸性が成立しないとすれば次式がえられる。

Ｃ（ｋ４Ａｙ１１，（１－ｋ）４（１－几）ｙ２２≧ｋＣ（４Aｙ１１，０）＋（１－ｋ）Ｃ（０，４（１－A，）ｙ２２）

ここでｋ＝ｌ／２を代入すると次式がえられる。

Ｃ（２ﾉ(ｙ,’’２（］－入')y2z）≧ｌ／２１Ｃ（４ﾉ(ｙ,１，０）＋Ｃ(０，４（１－/('）ｙ22）｜

もう一つの式も同様にしてえられる。
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